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概   要 

過去に発生した津波による海岸構造物の被害について，構造物直下および周辺地盤の変形が被害の一要因

であると考えられる。よって，これらの相互作用に着目した被害予測は極めて重要であり，海岸構造物の

設計・管理を行う上でも大きな役割を果たす。そこで本研究では，地盤の変形メカニズムに着目した津波

実験装置および数値解析手法の開発に取り組んでいる。実験では，遠心力載荷装置を用いた実験手法を開

発し，実験を実施した結果，津波襲来時に地盤が不安定な状態になることが分かった。数値解析では，SPH

法を用いた流体－構造物－地盤の連成解析の確立を目指しており，現在までに benchmark test である Dam 

break Problem に着手し，流体挙動を精度よく再現できることを確認した。さらに，海岸構造物を含む津波

流動場のモデル化において，構造物に作用する津波の越流現象や波圧の再現が可能であることが分かった。 

 

キーワード：津波防災，遠心模型実験，Smoothed Particle Hydrodynamics Method，数値波動水路 

 

 

1. はじめに 

 

過去幾多に渡り発生する津波は，多くの人命を奪い，物

的損害を発生させてきた。我が国においても，被害が甚大

であり，被害を最小限に抑える津波対策は急務である。過

去に発生した被害報告を見ると，海岸域における防波堤や

岸壁の被害が著しく，その被災により津波の威力が抑制さ

れず，沿岸域を遡上した津波で家屋などの被害が生じたケ

ースなどが記されている。そのため，過去には津波力に対

する海岸構造物の安全性に着目した，流体と構造物の相互

作用に関する水理実験が多く行われてきた。 

しかし，1993 年の北海道单西地震で生じた津波被害の

報告1)では，防波堤などの海岸構造物の被害は，防波堤直

下の捨石マウンドや地盤が津波力の作用により不安定な

状態に至ったことに起因すると指摘している。そこで，本

研究では破壊メカニズムの解明を目的とし，津波襲来時に

おける海底地盤等の変形に着目した防波堤の安定性評価

について遠心模型実験による実験的現象解明と Smoothed 

particle Hydrodynamics Method （以下，SPH 法と称す。）に

よる数値解析的現象解明を東洋建設（株）鳴尾研究所と共

同研究で試みた。また，遠心実験と SPH 法による流体挙

動の妥当性を検証する目的と地盤内の動水勾配変動を把

握する目的として，本研究では差分解析法である数値波動

水路（沿岸開発センター開発）2)を用いた。 

 

2. 遠心模型実験 

 

2.1 実験概要 

本研究において用いる実験装置は，東洋建設（株）鳴尾

研究所が所有するドラム型遠心力載荷装置3)である。実験

装置の諸元を表１に示す。本装置は，ビーム型遠心力載荷

装置と比べて実験領域が広域であることから，津波などの

流体現象が再現可能である。さらに実験領域内に海岸構造

物を模擬した相似模型を設置することで，流体力に伴う構

造物の被害予測の検討が可能となる。 

本実験では，実験領域を図 1 に示すように貯水エリアと

模型エリアの 2 つに分け，その境にシャッター式ゲート板

を設けている。実験開始前はゲート板を隔てて両エリアに

水位差をつける。そして，装置を所要の遠心加速度に達す

るまで回転数を上げ，幾何学的・力学的相似則を満足させ

た遠心場を再現したのちに，ゲートを急開することで段波

津波を発生させて海岸構造物の変形特性を観察している。 

 

表1 実験装置の諸元3)
 

 

最大加速度 440G （600rpm） 

容器寸法 模型 実物換算（最大加速度時） 

直径 2.2 m 3041 m 

幅 0.3 m 132 m 

水深 0.3 m 132 m （内，地盤 32 m) 

最大搭載荷重 3.7 ton 1628g-ton 



 

 

図1 実験装置の概略図と計測機器の配置 

 

実験模型について説明する。実験に用いる材料は，海底

地盤に豊浦標準砂，捨石マウンドに礫材，防波堤にはアル

ミで制作した模型を用いている。海底地盤においては，遠

心場における透水時間の相似則を満足させるため粘性流

体で飽和させており，相対密度 Dr＝40%となるように仕上

げている。実験時の計測は装置内に波高計の設置，防波堤

に圧力計を設置することで津波力の計測を行っている。ま

た，地盤内に間隙水圧計を設置し，地盤の状態変化につい

て調べている。さらに，小型高速度カメラを用いて実験時

の様子を撮影し観察している4)。  

 

2.2 実験結果 

 本稿では，重力場換算において初期水位差 2m の段波津

波を発生させた実験ケースについて示す。 

 

2.2.1 流体力の検証 

実験で観測した波高の経時変化を図 2 に示す。CH1 はシ

ャッターゲート付近，CH2 は実験エリア中央に設置した計

測器を示しており，数値波動水路との比較を行っている。 

図2 津波の波高変化（上：CH1，下：CH2） 

CH1 では，入射波について解析結果の方が波高が高く，

初期に急激な上昇がみられる。実験で見られないのは，

Dam break をする際に，瞬時にゲートがなくなる解析とは

異なり，実験ではゲート板の開く速度に依存した水柱の崩

壊が起きるためであると考える。重複波については，ほぼ

同等の波高が同時刻に到達している。CH2 では，CH1 と

同様の結果がいえる。しかし，実験結果と解析結果の波の

周期はほぼ一致していることが分かる。 

 次に，防波堤に作用する波圧について比較する。図 3 に

示す結果は，実験時に防波堤に設置した波圧計の値と数値

波動水路によって求めた値について比較したものである。 

図3 防波堤に作用する波圧の経時変化 

 

静水面（初期水面）付近より以深において，実験値は解

析値とほぼ同等か若干低い値を示しており，初期の急激な

上昇はみられない。また，それより高い位置の圧力変動に

おいては実験値の方が高い値になっている。これらの要因

として，先述した水柱の崩壊の違いにより水塊の移動量や

移動時間が若干異なったためと考える。 

 実験結果をもとに，従来から指標とされている谷本ら5)

による波圧算定式：式（1）と比較した．  

・最大作用波圧 

（指標式） 

iP
gaP r4.2=                     （1） 

（実験結果より得られた算定式） 

iP
gaP r8.2=                     （2） 

 ここで，r：流体密度， g ：重力加速度，
I

a ：平均入射

波高である。ただし，実験時の平均入射波高は波高計デー

タより，0.71[m]としている。この結果，実験結果が指標式

の 1～2 割増程度であり，従来の知見とほぼ同等であるこ

とがわかった． 
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2.2.2 流体力に対する防波堤の安定性検証 

 図 4 に津波襲来時の海岸構造物周辺の経時変化につ

いて示す。 

図4 津波襲来時における海岸構造物の変形(A)-(D) 

 

防波堤に作用した波圧変化と海岸構造物の変形挙動を

比較すると，波圧が作用した時点から最大段波圧が作用す

るまでに防波堤の滑動が確認された（図 4(A)－(B)）。さら

に，滑動と同時に防波堤直下から後方においてマウンドお

よび海底地盤にせん断変形が発生していることを確認し

た。その後，最大重複波圧が作用する際，マウンドおよび

海底地盤の噴石・墳砂が生じた（図 4(C)－(D)）。そこで，

現行の設計指針に従い，海岸構造物に対して，滑動・転倒・

支持力に対する安全率を算出し検討した。本節では，防波

堤に対する滑動・転倒について検討した6)。 

・滑動に対する検討 

( )
dHdUdBdd

PPPWf ²--                 （3） 

・転倒に対する検討 

dHdUdBd
PaPaPaWa

4321
²--                （4） 

ここに，
d

f ：壁体底面と基礎の摩擦係数，
d

W ：堤体の重量[kN/m]，

dB
P ：浮力[kN/m]，

dU
P ：揚圧力[kN/m]，

dH
P ：水平波力[kN/m]，

1
a

～
4

a ：各作用のアーム長[m]を示す。  

 安全率を算出した結果，滑動に対する安全率が 0.6 程度

および転倒に対する安全率が 0.7 程度と，通常基準とされ

ている滑動及び転倒に対する安全率 1.2 を大きく下回って

いる。大変形は生じなかったものの，安全率からも，構造

物が不安定な状態にあることがわかった。 

2.2.3 地盤の安定性検証 

 まず，段波圧によって生じたせん断変形について支持力

の安全率を算出した。地盤の変形挙動を把握するため，粒

子画像速度測定法（PIV：Particle Image Velocimetry）を用

いて速度ベクトルを算定した。その後，算出された速度を

もとにせん断ひずみに変換し（図 5），ひずみ分布をもと

に，すべり線を決定した。 

図5 せん断ひずみ分布 

 

安全率の算出には，次式に示す簡易ビショップ式による

円弧すべり解析を行った。 
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 ここに，
d

c ：見かけの粘着力[kN/m2]， S ：分割片の幅

[m]，
d

W' ：卖位長さ当たりの分割片の有効重量[kN/m]，

d
q ：分割片上部からの鉛直荷重[kN/m]，

d
f：内部摩擦角[°]，

q：分割片底面が水平面となす角度[°]，
d

W ：卖位長さ当

たりの分割片の全重量[kN/m]， a ：
Hd

P の作用位置の円弧

滑りの滑り円中心からの距離[m]，
Hd

P ：円弧滑りの滑り円

内の土塊への水平作用力[kN/m]，R：円弧滑り円の半径[m]

である。本計算においては，見かけの粘着力はないものと

している。 

安全率を算出した結果 0.88 となり，通常考えられてい

る安全率 1.0 を下回り，地盤が不安定であることがわかっ

た。ここで，通常の円弧すべりではすべり線上にひずみが

卓越すると考えられているが，今回はすべり土塊内におい

ても，速度差が生じており，ひずみが発生している。よっ

て，今後は土塊内部におけるせん断変形についても考える

必要性がある。 

 次に，重複波圧が作用した際に生じた地盤の墳砂および

捨石マウンド噴石について考察する。地盤内に設置した間 

図6 地盤表層における動水勾配の経時変化 
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隙水圧計により計測した圧力をもとに，地盤内の動水勾配

の変化について算出した。図 6 に動水勾配の経時変化を示

す。地盤表層では最大重複波圧が作用した際，PWP4～

PWP5 間の動水勾配が 0.7 付近まで上昇していることがわ

かる。この結果について，鉛直下向き 1 次元流れ限界動水

勾配と比較を行った。 

e

G
i s

cr
+

-
=

1

1
                     （6） 

 ここに，
s

G ：土の比重（＝2.65），e：間隙比（＝0.8538）

である。このとき限界動水勾配 893.0=
cr
i となり，実験値が

限界動水勾配に近いことから，地盤が不安定な状態である

といえる。その状態下において，流速の早い流体がマウン

ド内を通過することにより，表層地盤の墳砂および捨石マ

ウンドの噴石が発生したものと考える。 

 

3. 差分解析法による検討 

 

3.1 解析手法の概要 

本研究で用いる差分解法の数値波動水路とは，従来の 2

次元造波水路の模型実験に変わりうる解析手法とされて

おり，海域施設の耐波設計への適用を目的として設立され

た「数値波動水路の耐波設計への適用性に関する研究会」

で開発された。海岸工学分野では流体挙動を検証するため

によく用いられており，信頼精度が高いと考える。 

 本手法は，2 次元非圧縮流体粘性流体を対象とした連続

式と Navier-Stokes 方程式が採用されている 2)。 

・連続式 
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 ここに，t ：時間，u ，w：水平，垂直方向の流速成分，

r：密度， p：圧力，
e
u：分子動粘性係数と渦動粘性係数

の和， g ：重力加速度，
v
g：空隙率，

x
g，

z
g：水平，鉛

直方向の面積透過率である。数値解法では，スタガード格

子を採用し，空間方向の離散には 2 次精度中心差分による

解法，時間方向の離散には Euler 法を基とし，連続の式と

運動方程式の連成に SMAC（Simplified Marker and Cell）法

が用いられている。また，自由表面解析モデルとして VOF

（Volume of Fluid）法が用いられている。さらに，数値計

算上の安定性の問題から，時間刻み幅は CFL 条件を満足

させている。以下，詳細については参考文献 2)を参照され

たい。 

 

3.2 海底地盤の不安定化検証 

3.2.1 海底地盤の設定 

数値波動水路では，捨石マウンドなどの透水性構造物を

ポーラス・メディア法テーブルという機能を用いて設定し

ている。通常海岸域における検証をする場合，地盤までは

再現することはしない。しかし，本研究では海底地盤につ

いても透水性構造物で模擬することとし，ポーラス・メデ

ィア法テーブルを用いて地盤を形成し，津波が襲来した際

の地盤の応答について検討した。特に本稿では，海底地盤

の動水勾配の変動について着目する。 

ポーラス・メディア法テーブルを用いて構造物を設定す

る際に，水の割合，慣性力係数，抵抗係数の 3 つのパラメ

ータを設定する必要がある。水の割合については，遠心実

験と合わせるため，相対密度 Dr＝40％の豊浦砂（間隙比

=e 0.8538）を用いて rs eSwG = より 0.3 とした。ただし，

飽和度 =rS １，土粒子の卖位体積重量 =sG 2.656 とてい

る。また，慣性力係数および抵抗係数に関しては，もとと

なる値がなく，パラメータの設定において不明確であるこ

とから，数値波動水路を用いて疑似的な透水試験を模擬し

て行い，地盤として適応できる透水係数となるよう図 7 に

示すフローチャートの手順でパラメータを設定した。 

図7 透水係数算出に関するフローチャート 

 

透水試験の結果，慣性力係数 2500.0，抵抗係数 100000.0

のとき，透水係数 2100.7 -³ [cm/s]となり，本解析ではこの

値を海底地盤のパラメータとして用いることにした。また，

このときのレイノルズ数は 2427.0=
e

R であり，層流領域に

あることから，透水係数は Darcy 則に従うものと考えて算

出している。ただし，レイノルズ数を算定する際に用いた

値 は ， 流 速 が 0513.0=v [m/s] ， 水 の 粘 性 係 数 が
610004.1 -³=h [m2/s]，材料の代表径が 75.4=D [mm]（粗

砂）とである。  

3.2.2 解析モデル 

 図 8 に，海岸構造物を含む津波流動場のモデル化を示す。

メッシュ間隔は地盤域では x 方向に 0.1[m]，z 方向に 0.1[m]

で設定し，それ以外では x 方向に 1.0[m]，z 方向に 1.0[m]

で設定している。防波堤は，不透水性構造物で設け，捨石

CADMAS-SURF

Darcy

Yes : 
No : 



 

マウンドと地盤は透水性構造物を設けている。ただし，地

盤は前節で求めた値を用い，捨石マウンドにおいては，水

の割合 0.48，慣性力係数 1.2，抵抗係数 1.0 としている。 

図8 海岸構造物を含む津波流動場のモデル化 

 

3.2.3 解析結果 

図 9 に，津波が襲来した際に生じた地盤の動水勾配の経

時変化について示す。 

図9 津波襲来時における動水勾配の変化 

 

解析の結果，津波が防波堤付近まで襲来した際（図 9－

(2)），海底地盤表層部において全体的に値が上がっている。

その後，津波が防波堤に作用した際（図 9－(3)），防波堤

直下より後方において動水勾配の急激な上昇がみられ，表

層付近においては局所的に値が高くなる箇所がある。また，

波が引く際においても（図 9－(4)），地盤表面が広域に渡

り，動水勾配が高くなることがわかった。特に，防波堤直

下から後方（岸側）においては依然，動水勾配が高い状態

が続いている。よって，津波力が防波堤に作用し，後退す

る一連の状態において，地盤の表層付近では地盤が常に不

安定な状態にあるといえる。これは，先述した遠心実験で

も同様のことが言え，定性的に近い結果を得ている。 

4. SPH 法を用いた解析手法の開発 

 

4.1 SPH 法による物理量の算定 

 SPH 法は，Lucy7)や Monaghan8)により宇宙物理の分野で

開発された手法である。特徴として，個別要素法（以下，

DEM と称す。）のように粒子個々に着目して運動方程式を

解くのではなく，図 10 に示すように実粒子の集合体（半

径 h とした円形）である連続体素片に着目して計算を行う。 

図10 SPH 法による平均化関数を用いた物理量の表現 

 

解析領域は粒子素片の重なり合いによって表現され，粒子

素片に対して運動方程式を時間差分で解く。そのため，大

領域を対象とした粒子数が多くなる系の解析において，

DEM より比較的容易に計算が可能である。さらに，粒子

素片は Lagrange 的に取り扱うため，粒子素片同士の剥離，

亀裂，流動などの破壊モードや多相系の混合問題，相互作

用問題といった Discrete な挙動を表現することが可能であ

る。また，粒子素片の運動は，周囲の粒子素片から受ける

応力勾配により支配される。応力－ひずみ関係については，

有限要素法などの連続体解析と同様，状態方程式や構成式

を導入することで導かれる。よって，本手法は Discrete な

解析手法と連続体解析の両特徴を持ち合わせた解析手法

である9)。 

 

4.1.1 Kernel 近似 

SPH 法では着目する相を複数の粒子素片が集合し，重な

り合うことで近似的な場を表現している。つまり，位置ベ

クトルで表わされる任意の点 x における物理量 ()xf の空

間平均値 ()xf は，影響範囲内にある粒子素片 xôの物理量

()x'f を平均化関数（Smoothing Function）によって内挿す

ることで以下のように表現する 9)-10)。 

() ()( ) ','' xxxxx dhWff -=ñ　               (10) 

 また，平均化関数 Wは，次の性質を有する必要がある。 

1) 正規化されている 

( )ñ =1, dxhxW                      (11) 

2) 平均化関数の極限がデルタ関数である 

( ) ( )','lim
0

xxhxxW
h

-=-


d                 (12) 

3) コンパクト化が可能である 

( ) 0, =hxW  for hx ²                 (13) 
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 ここで，任意の点 x における密度を ()xr とすると，式(10)

は以下のように書き換えられる。 

()
()
()

( )() '','
'

'
xxxx

x

x
x dhW

f
f r

r
-=ñ　             (14) 

さらに，この関数の空間微分について次式のように書き記

すことができる。 

()
()
()

( )() '','
'

'
xxxx

x

x
x dhW

f
f r

r
-Ð=Ð ñ　           (15) 

ここで，Ð：微分演算子 gradient である。 

 次に，式（14）および式（15）について有限個の粒子素

片に離散化することを考えると，次式のように近似するこ

とができる。 

( )hW
f

mff
jij

N

j
j

j

jii
,

1

xx
i
-== ä

= r
            (16) 

( )hW
f

mff
jij

N

j
j

j

jii
,

1

xx
i
-Ð=Ð=Ð ä

= r
          (17) 

 ここに，中心に存在する素片粒子 i の位置，質量，密度

を
i

x ，
i

m ，
i
rとする。 

4.1.2 平均化関数 

 先述したように，SPH 法では平均化関数を用いて，影響

範囲内にある粒子素片の物理量から対象とする中心位置

の評価点として内挿する。そのため，近似精度は平均化関

数の精度に大きく起因する。現在までに Gauss 分布を始め

として多数の関数が提案されている 10)。本研究においては，

関数が滑らかでかつ影響範囲が大きくならないことを考

慮して，次の 3 次 B-Spline 関数を用いた。 
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a            (18) 

ここに， ijji
hS xx -= である。また，αは平均化関数の性

質を満たすように決定される係数で，1，2，3 次元でそれ

ぞれ h1 ， 2715 hp ， 323 hp となる。  

 

4.2 連続の式および運動方程式の SPH 表記 

4.2.1 連続の式 

 SPH 法は Lagrange 的計算アルゴリズムであるため，

系に存在す粒子素片の質量の総和が増減しない限り，系の

連続条件が満たされることとなる。ここでは，粒子素片の

密度算定式について記述する。 

粒子素片 i の密度
i
rとして，式（16）の

i
f を

i
rに置き

換えるとすぐに計算できる。 

( ) ( )hWmhWm
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N
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N
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r
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 密度や状態方程式が大きく異なる物質の境界付近や自

由境界付近においては，算定される密度に大きな誤差が生

じる。そこで，次式のように同一物質のみ（例えば物質 a ）

で密度算定を行うことで，以上の問題を解決することが可

能となる 9)。 
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 また，提案されている連続の式の微分形について，次式

に示す 10)。 

( ) ( )hWvvm
dt

d
jiji

N

j

jij

i ,
1

xx
i
-ÐÖ-=ä

=

r
                         (21) 

 ここに，
i
Ðは粒子素片 i の座標に関する微分演算子であ

る。 

4.2.1 運動方程式 

 Lagrange 的解法による運動方程式は，応力テンソルů，

体積力ベクトル f を用いて，一般に以下のように記す。 

fů
v

+ÖÐ-=
r

1

dt

d
                                        (22) 

 ここで，ůの等方圧縮応力成分，偏差応力成分をそれぞ

れ p ，tとすると， 

t+= Iů p                                      (23)

となる。ただし， I ：卖位行列である。 

 式（22）について SPH 法表記すると以下のようになる。 
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 また，流体の粘性項および固体の人工粘性をそれぞれ

Morris と Monaghan-Gingold の方法を用いると式（25），式

（26）のように表示することができる。 
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 ここに， m：粘性係数， jiij
r xx -= である。また，

ij
P ：

人工粘性として与える。 

 

4.3 土固体相と流体相の相互作用 

 本研究では，SPH 法において相変化を表現するため，土

からなる固体相と，水および空気の流体からなる流体相を

個々のレイヤ上で計算し，それらを重ね合わせることで二

相または三相系の連成解析を可能としている（図 11）。 

重ね合わせをする際，両者間に間隙率 n と透水（透気）係

数 k を考慮した以下の物体力 f を作用させる。この物体力

は，両相の速度差により生じる摩擦力に起因する力と考え，

Biot の方法11)にならって次のように定義する。 

)( fsfsf

k

g
n vvf -=
r ， )( sfffs

k

g
n vvf -=
r

         (27) 

 ここで， s
v ， f

v は固体相および流体相上の粒子素片の

流速ベクトル， frは流体の密度である。 

また，作用反作用の関係から， 

fssf
ff -=                        (28) 

が成立する。 

 

 



 

図11 固体相と流体相の重ね合わせと相互作用 

 

4.4 解析結果 

4.4.1 ２D-Dam break 問題による流体挙動の検証 

 SPH 法における 2 次元の解析精度を検証する。本研究で

は，流体挙動の妥当性を検証する目的で，Benchmark Test

である Dam break 問題を取り上げ，実験結果による指標12)

と比較を行った。比較に際して，密度算定式を正規化によ

り算出する式（20）と連続の式の微分形である式（21）を

用いて計算した。運動方程式は Morris 粘性による式（25）

で統一している。さらに，SPH 法では流体の疑似的圧縮性

を非圧縮流体に適応しているため，下記に示す人工圧縮率

（XSPH）を導入することで速度修正を行っており，補正

パラメータによる挙動の違いについても検討した。 

( )
ij

N

j

jijXSPHii
Wvvmvv ä

=

--=
1

''' e                               (29) 

ここで，v ， 'v は修正後と修正前の速度，
XSPH
e は補正パラ

メータである。通常，流体では
XSPH
e を 0.5 とされている。

本稿では，0.1 と 0.5 のパラメータを用い，挙動の違いに

ついて検証した。 

 図 12 に，実験および解析による Dam break 時の先端粒

子の位置変化について比較を示す。 

図12 Benchmark Test における実験と解析の比較 

（左：正規化，右：連続の式の微分形） 

 

 図中の凡例 BM は実験による結果である。比較の結果，

密度算定式は連続の式の微分形がより実験結果と近い結

果を得ている。また，XSPH に関しては，パラメータによ

る大きな違いはあまり見ることができないが，0.1 の方が

実験結果に近いことがわかった。 

4.4.2 海岸構造物に作用する津波流の再現と検証 

Benchmark Test の結果より，本節では，密度算定式に連続

の式の微分形を用い，XSPH を 0.1 として，図 13 に示す海

岸構造物を模擬した解析領域を設けて，防波堤および捨石

マウンドに津波力を作用させた。本ケースでは素片半径

0.2[m]，初期水位差 3[m]，捨石マウンドの透水係数 k=1.0

×101[cm/s]と設定している。ただし，防波堤および捨石マ

ウンドは位置を不動として，変形しないものとしている。

また，流動場の定性かつ定量的評価を行うため，先述した

数値波動水路と比較検証を行った。数値波動水路において

は，格子間隔を水平，垂直方向ともに 0.1[m]間隔で設定し

ている。 

図13 SPH 法による海岸構造物を含む津波流動場の再現 

 

図 14 に流体挙動の経時変化を示す。数値波動水路と比

較した結果，水柱が崩壊する様子から防波堤を越波する現

象まで忠実に再現できている。また，差分解析では表現で

きないような流体の渦流れやマウンド内を通過する流体

挙動が可視化できている。 

図14 SPH 法（A－D）と数値波動水路（a－d）の流体挙動比較 

図15 防波堤に作用する波圧評価 

（図：SPH 法，グラフ：数値波動水路） 
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さらに，定量的評価として，防波堤に作用する波圧につ

いて比較を行った結果（図 15），防波堤に作用する波圧に

ついては，両解析手法とも約 15～20[kPa]の値を示してい

る。よって，SPH 法において定性的かつ定量的に，流体挙

動が再現できていることがわかった。 

4.4.3 剛体運動モデルを導入した防波堤の挙動 

 前節で不動であった防波堤に対して，剛体運動モデル
13)-14)を導入したコンクリート粒子で防波堤を形成し，流体

力を作用させた。ただし，解析領域および解析条件は，4.4.2

と同様であり，捨石マウンドの透水係数についてのみ

k=1.0×101[cm/s]と k=1.0×10-2[cm/s]を用い，防波堤の挙動

変化について考察した。図 16（左）に捨石マウンドの透

水係数 k=1.0×101[cm/s]について，（右）に透水係数 k=1.0

×10-2[cm/s]についての防波堤の挙動を示す。図内の実線格

子は 1m ピッチで，点線は補助線として 0.5m ごとに挿入

している。 

 図16 津波力を受ける防波堤の変動 

（左：k=1.0×101[cm/s]，右：k=1.0×10-2[cm/s]） 

 

解析の結果，透水係数 k=1.0×101[cm/s]の場合は約 0.7[m]

の変動，透水係数 k=1.0×10-2[cm/s]の場合は約 0.4[m]の変

動となった。変動量の違いについて，防波堤に作用する水

圧分布を調べたところ，透水係数の高い方が防波堤直下の

圧力値が大きいことがわかった。このことから，マウンド

内の透水係数が高いと防波堤に作用する揚圧力が高くな

り，防波堤の変動量が大きくなると考える。 

 

5. 結言 

〈遠心実験〉 

・段波圧が作用した際，防波堤の滑動・転倒に対する安全

率は 1.2 を下回っており，実験時に防波堤の変動を確認

した。しかし，大変形には至っていない。 

・防波堤に段波圧が作用する際，地盤直下および後方（岸

側）において，捨石マウンドおよび海底地盤の浅域で円

弧状に変形しており，支持力に対する安全率は 1.0 を下

回っていた。ひずみ分布を調べた結果，すべり線以外に

もひずみが発生しており，円弧すべりとは異なる変形を

示すことがわかった。 

・重複波圧作用以降，捨石マウンドおよび海底地盤の噴出

が確認された。このときの地盤表層の動水勾配は約 0.7

に近い値となり，地盤が流体力により不安定な状態にな

ることが分かった。 

〈数値波動水路〉 

・地盤内の動水勾配の変化について考察した結果，防波堤

直下から後方（岸側）の表層地盤において動水勾配が高

くなることがわかった。これは，遠心実験と比較して定

性的に一致している。 

〈SPH 法〉 

・Benchmark Test である Dam break 問題において流体挙動

を評価した結果，密度算定式において連続の式の微分形

が，実験結果とより近い結果を示した。 

・海岸構造物を含む津波流動場を再現し，流体挙動につい

て数値波動水路と比較したところ，水柱の崩壊の様子や

防波堤を越波する現象など定性的に評価できている。ま

た，防波堤に作用する波圧を考察したところ，ほぼ同等

の値を示しており，定量的にも一致していることがわか

った。 

・剛体運動モデルを導入した防波堤の挙動を，捨石マウン

ドの透水係数を変えて考察したところ，透水係数が高い

方が，防波堤に作用する揚圧力が大きくなり，防波堤の

変動を大きくさせることがわかった。 
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